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中小企業の人手不足題は、人口のྸߴ化とए年ऀのߴ学ྺ化というߏ的要Ҽによって
もたらされたଆ面が大きい。ͦのため外国人雇用ऀを労働力としてண目するようになった。
2023年࣌で外国人ब業ऀ数は204.9ສ人、日本のब業ऀ数の3�にୡした。

中小企業の外国人雇用を見ると、全国的にはおよͦ2割ऑである。もっともҬࠩが大
きく、੩Ԭݝのようにैདྷからの外国人集ॅ区ではこれよΓも多く、ඇ集ॅ区の日本ւ
ଆでは少ない。また外国人労働ऀには在留資格によって労働ࢢ場が異なΓ、ํݍの中小企
業では技能実習生の依存度がߴく、日系人は東ւ・ۙـの大企業に集中している。

労働力不足は技能実習生がब労する現場労働だけではなく、ۙ年は専門的技術的分野の在
留資格「技術・人文知識・国際業務（通শは技人国）」のอ持ऀにもٴんでいる。現場の
ख़࿅࡞業については、これまで技能実習๏のཱ（2016年）、特定技能制度のઃཱ（2018年）
で対応してきたܦҢがあΓ、外国人労働力֬อによってۙ年はॆ足がߴまっている。Ұํ、
中小企業では中ݎ技術ऀが不足している。業の中小企業、特にํݍの場߹は日本人の
用できない。さらにもうҰつ、企業が技人国の外国人を求め࠾専ଔがߴଔあるいはߍߴ業
る理由がある。ͦれは、技人国の外国人雇用ऀの場߹は技能実習生とൺֱしてظに在留ڐ
ՄऔಘがՄ能であΓ、݁Ռとして技人国の外国人は技能実習生よΓ多少はۚがߴくても、
トータϧにみて࠾用と雇用のίεトはߴくはないとஅされることが多いからだ。

中小企業は技人国の外国人雇用ऀのݯڅڙとして࠾用ܦඅのかかるւ外直࠾用よΓもݩ
留学生に注目している。これまで留学生はۚのߴい大企業や都会のۈ務をબしてきた。
しかし、留学生にϕトφϜ、ωύーϧなͲのඇݍࣈのग़ऀが૿͑、また専म学ߍଔ業ऀ
が日本でब৬するに際して、技人国の在留資格変ߋがՄ能となったので、ํݍの中小企
業でも技人国の外国人雇用ががΓつつある。中小企業の人手不足のղফ策として、技人国
の在留資格を持つ外国人をいかに雇用し、活用していくかが今後の課題となΖう。
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中小企業の人手不足題は、ると1960年

代のߴ度ظから΄とんͲੈلにもわたっ

てҰ؏してࢦఠされ続けている。2024年の現

ஈ階で目新しいことは、中小企業の人手不足

題が改めて外国人労働ऀの導入、雇用とからめ

て͑ߟられるようになったことだ。実は1993年

に։࢝された外国人技能実習制度も、制度झࢫ

はۙྡॾ国の技能Ҡసだが、ͦの実ଶは労

働力֬อ、特に中小企業の人手不足ղফの目

的を持っていたこと、ͦのため制度目的と実ଶ

とのဃが存在したことは多ʑࢦఠされてき

た。

これまでͦのဃをຒめるく制度ઃҎ

དྷ、Կ度かग़入国理ٴͼຽ認定๏（ҎԼ、

入๏と省ུ）が改正されてきた。ͦの極め

きの改正が2024年の国会に提ग़予定の入๏

と技能実習๏の改正Ҋである。ここでは失᪨や

人ݖ৵なͲの題が多い技能実習制度がഇ

され、代わって新たに「ҭब労制度」がࢭ

ઃされる。2年ないしは3年後の2026d2027年

から実ࢪ予定である。

本ߘではこうした日本社会の࣌事的なಈきを

എܠとして、中小企業の人手不足の容のうち、

専門的技術的分野の外国人の不足にςーϚを

度外国人材、外国人社員なߴΓたい。൴らはߜ

Ͳと表現されるϗϫイトΧϥーで、在留資格は

「技術・人文知識・国際業務」（ུশは技人国）

に分ྨされる外国人雇用ऀである。これまでච

ऀをؚめて中小企業の労働力不足は、技能実

習生に代表されるख़࿅৬छを対に研究さ

れてきた。しかしۙ年はߴ度外国人材、いわΏ

る技人国の外国人雇用ऀの不足もݦஶとなって

いる。ख़࿅৬छの技能実習生の題は、ͦ

の労働件や人ݖແࢹのঢ়ଶについて「ҭ

ब労制度」に変ߋされてもされるであΖう。

なͥならख़࿅労働ऀ受け入れについては、Ͳ
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のઌਐॾ国でもましい題としてѻわれてい

るからだ。こうしたはいͣれଞのػ会に৮れ

るとして、本ߘでは中小企業の技人国の外国人

雇用ऀの不足についてݕ౼する。

̎ �ɹ中小企業のਓखෆ

2��ɹߏతཁҼʹΑΔਓखෆ

人手不足題は、ظ的にはؾܠ変ಈにࠨ

ӈされظگには不足、不ظگにはաとஅ

されるが、ظ的には人口のྸߴ化、とΓわけ

ए年労働ऀの減少によってもたらされる。した

がって今しばらくզຫをすれば人手が֬อでき

るようになるというྨの題ではない。こうし

たظ的な人口ಈଶのӨڹだけでなく、社会全

ମの生活ਫ४が上していくと、ੲは大変な

事についていることでଚܟを受けていた৬छ

が、Ωπイ、Ԛい、ݥةという̏ ,৬छに分ྨ

されてए年ऀがब労しなくなってきた。

このは生活が๛かなઌਐ国に共通にみ

られ、චऀは2008年の0E$%ʰ国際Ҡॅల

（*nternBtJonBM .JHrBtJon 0VtMook）ɦ を用し

てࢦఠした。すなわち、0E$%ॾ国中、アϝϦΧ、

ドイπ、εΣーσンなͲでは労働力全ମは社

会のߴ学ྺ化をөして学ྺऀ（ٛ務教ҭ

मྃऀ）の割߹がいが、少数の学ྺऀは

外国生まれの人のൺがߴく、ख़࿅労働はҠ

ຽに依存している。またೆԤॾ国ではߴ学ྺ化

はઌのάϧーϓ΄Ͳではないが、ए年ऀ΄Ͳߴ

学ྺ化して、学ྺ外国人労働ऀが૿大して

いた（上林、2015ɿ222�225）。݁論は、Ԥถઌ

ਐॾ国では社会が๛かになΓ、ߴ学ྺ化がਐ

లする΄Ͳख़࿅৬छでは人手不足にؕΓ、外

1　 h 日本ࡁܦ新ฉʱ2024年4月7日ேץ、「働き手ʰ予උ܉ʱ減」

国人労働ऀに依存していたのだった。日本社会

も2021年にはطにߴଔऀの数が4年制大学

にਐ学しておΓ、൴らがকདྷの事業ओではなく、

生֔を雇用ऀとして生きることをલ提にしてϒ

ϧーΧϥー৬छब৬するՄ能ੑはくなって

きた。

生活ਫ४の上によるߴ学ྺ化によってϒϧ

ーΧϥー৬छの求৬ऀ数が減少するだけでな

く、ए年人口の減少という日本の人口ߏと、

日本の産業ߏの変化という社会ߏをܗ

するॏ要な両ऀの؍からも、中小企業の人手

不足ߏはղফがしい。ؾܠ変ಈにう

、の૿産・業務ྔの૿大にう不足ならばظگ

不࣌ؾܠには人༨Γのঢ়ଶになるが、ߏ変化

は当面はܧ続するものであるから、ظ的には

不足はղফしないとࢥわれる。

もちΖん人口ߏのྸߴ化が直的に労働

力不足をもたらすわけではない。これまでにも

不足をิうくऀྸߴとঁੑの雇用をଅਐする

政策はとられてきた。ྫ͑ば1980年代までは

ྸߴ定年がओྲྀであったが、2021年にはࡀ55

ऀ雇用҆定๏の改正によって65d70ࡀまでの

ब業ػ会֬อが力ٛ務となった。ঁੑにつ

いてもύートタイϜ労働ऀのอޢと上͛、ϫ

ーΫ・ϥイϑ・όϥンεの実現が目ࢦされてきた。

ͦの݁Ռ、生産年ྸ人口はϐーΫ࣌の1995年

から2023年まで15�減少したが、ब業ऀ数は

20年ؒで400ສ人૿͑、݁ Ռとして働き手「予

උ܉」は2023年に411ສ人に減少したという
1

。

しかしこうした政策的力をもってしても、人

手不足はղܾできなかった。

人手不足のߏ的要Ҽについて、日本政策
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ۚ༥公ݿ૯߹研究所が࢛ظごとに実ࢪして

いる「全国中小企業ಈ調査」のظσータの

分析݁Ռが分かΓやすくઆ໌している（小、

2022）。この分析では、1981年から2022年まで

の調査の中から「ܦӦ上の題」に回答した

調査対企業のうち、「求人」という項目に

ண目した。ͦして求人と回答した企業の割߹

とگܠ感との૬関はঃʑにऑまっていること、

すなわち、人手不足はചΓ上͛の૿減やؾܠの

変ಈにかかわらͣ、事業をܧ続するう͑でආけ

て通れない課題となっていることをࢦఠした。

ίϩφՒで中小企業の業گが大෯にѱ化して

も、大がかΓな人員理までには౿みらなか

った企業が多かったという。

2008年d2009年のੈքۚ༥ػةの際には多

くの企業で人員理が行われた。特にࣗಈं産

業では日ۜ「全国企業؍ࡁܦظଌ調査（

の雇用人員அ%*ではաとஅした企「（؍

業が多かった。しかし2020年Ҏ߱のίϩφՒ

では॓ധ・ҿ৯業なͲのҰ෦業छをআき、この

雇用人員அ%*では依વとして人員不足とす

る企業が多かったのである。

このように日本企業全ମで、とΓわけ中小企

業で人手不足がܧ続しているঢ়گԼで、Ұつ

のղܾํ๏が外国人雇用ऀ（現場࡞業ऀとϗ

ϫイトΧϥーの両ऀをؚΉ）の雇用である。ͦ

こで࣍に現在の外国人雇用の実ଶをみておく。

2�2ɹຊࣾձの֎ࠃਓޏ༻࣮ଶ

日本社会の外国人雇用ऀは、ϒϧーΧϥー৬

छ、ϗϫイトΧϥー৬छのํでண実に૿Ճし

ている。2023年10月の厚生労働省調査「外

国人雇用ঢ়گのಧग़ঢ়گใࠂ」（ҎԼ、「外国

人雇用ঢ়گใࠂ」とする）では、૯数が204.9

ສ人と2008年の調査։࢝Ҏ߱、ίϩφՒでも

Ұ؏して૿Ճしている。2020d2021年にίϩφ

Ւで技能実習生の受け入れが中ࢭされても在

留資格「技人国」のब業ऀが૿Ճしたので、

対લ年૿Ճが減少したにす͗なかった。2023

年࣌での外国人雇用ऀ૯数は、日本人をؚ

めたब業ऀ૯数の3.0ˋにୡしている。「外国人

雇用ঢ়گใࠂ」は外国人を雇用ऀとする事業

所に対する全数調査でಧけग़が๏でٛ務化

されておΓ、留学生なͲのඇ正ن雇用ऀもؚま

れる。ؚまれていない人は、ब労資格を持たͣ

にब労している不๏ब労ऀのみだ。調査։࢝

の2008年の外国人労働ऀ૯数が48.6ສ࣌

人、現在はͦの4ഒڧの人数となっている。

表�は、ͦ の在留資格ผの人数と割߹である。

分にͮجく在留資格は日系人とͦのՈであ

Γ、ब労制ݶがない。日系3ੈまでは定ॅऀϏ

βで入国できるが、日系4ੈがब労資格をಘる

ための制度上のোนがߴく、日本がকདྷ受け入

れるための労働ऀのݯڅڙとしてはઌࡉΓであ

る。またݣ労働ऀとして人材ݣ業に雇用さ

れる割߹がߴく、日系人の労働力Ҡಈはසൟで

あΓ、中小企業に定ணする人は少ないようだ。

日系人のऀۮがύートタイϚʕとして働く場

߹は、労働件も定ணࢤも日本人ঁੑと変わ

Γなく、のۈ務のۙくで৬を見つけること

が多い。

留学生はظアϧόイトとしての雇用が中৺

であΓ、ͦれは日本の学生と同じである。ただ

し留学生の場߹は、アϧόイトができるのはݪ

ଇि28ؒ࣌までであΓ、Նٳみやౙٳみの

まで働くことが認めらؒ࣌中のみ1日8ؒظظ
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れている。留学生がこの制ݶを͑て働かない

ように入当ہは日本ޠ学ߍ、専門学ߍや大学

でのग़੮ঢ়گをνΣοΫすることがある。また

留学生ࣗもアϧόイトをલ提の資ۚܭըを持

ってདྷ日しているので、アϧόイトઌが֬อで

きないํの日本ޠ学ߍ、専門学ߍでは留学生

をલ提にした学ܦߍӦはࠔであΓ、労働力と

しての留学生にظ待できる企業は都会が中৺で

ある。

このように在留資格にن定される外国人雇用

ऀを見ると、ํでૢ業する中小企業が雇用で

きる外国人労働力はݶ定的である。・ݐઃ・

林ړ業を中৺に現場࡞業を๊͑る中小企業

の外国人労働ݯڅڙは技能実習生しかいない

ことになΖう。またϗϫイトΧϥー৬छでは技

人国の在留資格อ持ऀが雇用をظ待しうる外

国人である。

また注目すき1つのは、専門的・技術的

分野の在留資格に分ྨされている在留資格「特

定技能」である。特定技能制度は2019年から

։࢝された制度で、専門的・技術的分野で΄と

んͲ།ҰのϒϧーΧϥー৬छである。在留資格

「特定技能」をऔಘするには、技能実習をमྃ

して技能実習をݧܦした同Ұ৬छの技能ݧࢼ・

日本ݧࢼޠのํに߹格するか、あるいは技能

実習をݧܦせͣに、৬छごとに国・国外で実

のํに߹格ݧࢼޠ日本・ݧࢼされる技能ࢪ

することが要件となっている。在留資格の中に

ॳめてख़࿅৬छのΧςΰϦーをみ入れたこと

は注目にする。表�では΄΅14ສ人となって

いるが、入ிによる23年12月࣌での人

数は20.8ສ人と૿ٸしている。特定技能ऀは日

本人と同の技能を持つ༗資格ऀとして在留

資格上は分ྨされるので、日本人と同のۚ

いが求められている。特定技能ऀが今後ࢧ

૿Ճすることは໌らかであΓ、൴らの雇用の҆

定と生活อোのඞ要ੑから、特定技能ऀの

労働件νΣοΫがొࢧԉஂମや൴らを雇

用する人材ݣ会社を通じて公的ػ関から求

められることが予される。

表�およͼ表�は、2017d2023年の外国人雇

用事業所数をنผにみた݁Ռである。事業

所نでは30人ະຬが6割をめている。これ

を見るݶΓ、外国人雇用はओとして小ྵࡉ事業

ද�ɹ֨ࢿཹࡏผ֎ࠃਓ࿑ಇऀのׂ߹

ग़所ɿ厚生労働省「外国人雇用ঢ়گใࠂ」2023年10月࣌
注1）専門的・技術的分野の在留資格には、教授、ܳ術、फ教、ใಓ、ߴ度専門৬1号、2号、ܦӦ・理、企業సۈなͲがؚまれる。　

2019年に新ઃされた「特定技能」はこの分野に分ྨされ、技能実習मྃऀ（༏ྑなをऩめたことを件とする）からの在留資格
変ऀߋとなる。ᶃのこの分野にख़࿅技能のϨϕϧを持つϒϧーΧϥー৬छがॳめてみ入れられたことに注ҙ。ैདྷの「技能」は外
国ྉ理の調理ࢣなͲであΓ৬छが極めてݶ定されていた。

注2）外ަ官のՈ事用人、ϫーΩンά・ϗϦσー、E14にͮجく外国人ࢣޢ・հޢऀิީ࢜ࢱなͲ。

②特定活動
（注2）

③技能実習

計

うち技
術・人文
知識・国
際業務

うち特定技能 計 うち留学 計 うち永住者 うち定住者

595,904 366,168 138,518 71,676 412,501 352,581 273,777 615,934 371,296 125,585
(29.1%) (17.9%) (6.8%) (3.5%) (20.1%) (17.2%) (13.4%) (30.1%) (18.1%) (6.1%)

⑤身分に基づく在留資格 

2,048,675

全在留
資格計

①専門的・技術的分野の在留資格
（注1）

④資格外活動
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所で行われていること、また表�で見るように

30人ະຬنのめる割߹が少しͣつではあ

るがߴまっていることをࢦఠできよう。

とこΖで߹๏的な外国人労働力の受け入れ

政策、ٛのҠຽ政策はͲの国でも国Ոの専

事項であΓ、外国人労働ऀ受け入れは、国Ոの

ܾ定を待ってॳめて։࢝される。日本の場߹も、

中小企業はますます外国人労働力に依存するよ

うになった݁Ռ、政の外国人労働ऀ受け入れ

政策のӨڹԼにஔかれる度߹いがڧまったので

はなかΖうか。Ұ面から見れば、2016年に技

能実習๏がཱし、外国人技能実習制度のಁ

໌ੑと৴པੑがߴまったこと、また2018年の

特定技能制度のཱによΓ外国人・ख़࿅労働

ऀ֬อのಓےがついたこと、なͲ外国人労働

ऀ受け入れ制度がඋされてきたことによΓ、

ैલにൺしてൣに外国人を雇用するػ会が

中小企業に։かれた。

しかしଞํ、൴らを雇用する企業のཱ場から

見ると、ࣗ社の労働力֬อ対策が、国ՈのҠຽ

政策ͦのものにࠨӈされるようになってきたと

も言͑よう。「なる国際化」とҎલに名ͮけ

られた事ଶであΓ、特ஈのւ外ਐग़をࢤさなく

ても、これまでにૢ業していた場所に、

目もサーϏε容も同じままւ外ग़ऀが働き

にདྷているという事ଶになったのである。

Ҏ上が日本社会の外国人労働ऀの雇用実ଶ

であるが、࣍に中小企業のଆから見た外国人雇

用についてݕ౼したい。

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
事業所総数 194,595 216,348 242,608 267,243 285,080 298,790 318,775
30人未満 111,847 127,226 145,000 161,429 174,214 183,551 197,256
30～99人 36,284 40,096 44,384 48,499 50,891 52,737 55,504
100～499人 23,360 25,321 27,530 28,917 30,288 31,208 32,336
500人以上 7,949 8,546 9,098 9,374 9,546 9,787 10,011
不明 15,155 15,159 16,596 19,024 20,141 21,507 23,668

ද2ɹنผʹࠃ֎ͨݟਓࣄ༺ޏ業ॴのਪҠ

ग़所ɿ表�資ྉの֤年൛。

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
59.8 60.4 61.1 61.4 61.9
18.3 18.1 17.9 17.7 17.4
11.3 10.8 10.6 10.4 10.1
3.8 3.5 3.3 3.3 3.1
6.8 7.1 7.1 7.2 7.4

30人未満
30～99人
100～499人
500人以上
不明

57.5
18.6
12.0
4.1
7.8

58.8
18.5
11.7
4.0
7.0

ද�ɹ֎ࠃਓࣄ༺ޏ業ॴのنผߏൺのਪҠ

ग़所ɿ表�資ྉの֤年൛よΓචऀ࡞。
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̏ �ɹ֎ࠃਓΛޏ༻͍ͯ͠Δ中小企業の
ɹɹ�ׂ߹ͱಛ

���ɹຊۚࡦ༥ެݿの調査

外国人を雇用している企業の中৺は中小企

業であるにも関わらͣ、中小企業を対とした

外国人雇用の調査はҙ外に少ない。ͦれはઌに

もॻいたように外国人雇用ऀのब業ऀにめる

ൺがまだ3�にա͗ないので、調査ςーϚと

してॏ要ࢹされてこなかったことと、また中小

企業の場߹、業छ・Ҭ・ݸผ企業によってܦ

Ӧ実ଶが多༷で、したがってܦӦ課題も多༷と

なら͟るをಘͣ、外国人雇用の؍にߜっての

調査が実現しかったことによるであΖう。

ʰ中小企業നॻ2023ʱでは、中小企業が人材

֬อのためにͲのようなํ策にऔΓんだかを

日本政策ۚ༥公ݿ૯߹研究所の「全国中小企業

ಈ調査・中小企業編」の݁Ռから理してҾ

用してある。図�がͦの݁Ռである。数લ後

の企業が、「څ༩ਫ४のҾき上͛」「ؒ࣌労働

のੋ正」なͲج本的な労働件の上にऔΓ

んでいる。こうしたํ策の中で、「外国人ै業員

の֬อ」という項目も18.9ˋをめ、今や人材

֬อのためのҰつのऔΓみとして外国人雇用

がҐஔけられ࢝めていることがࣔされている。

中小企業の外国人雇用にযを当てた調査

ਤ�ɹ中小企業のਓ֬ࡐอのͨΊのํࡦ

資ྉɿ（株）日本政策ۚ༥公ݿ૯߹研究所「全国中小企業ಈ調査・中小企業編」 （2022年 1 � 3月ظଳ調査）
（注）　ෳ数回答のため、߹ܭはඞͣしも100ˋにはならない。
Ҿ用ɿ中小企業ி編ʰ中小企業നॻ2023ʱpp.ᶗ�29

ৰ峁峐岮峔岮

峇峘

ౢ峘ੰర

崮嵔嵗嵤崗峘ো

ଢ଼ఊ峔峓ચৡਛ২峘ତ

ਗবযజ৩峘౻৷

ు嵣ஂ૧峔峓峒য়峑岷峵২峘ତ

ೖଖ峘ਬ岷岼

ૣਹௐে峘ఁౄ

ગ౻৷峔峓崟崳崊য౫峘ણ৷

শৎௌ௮峘ช正

ஔଖ峘ਬ岷岼

8.3%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%0%

2.9%

6.3%

12.0%

15.0%

18.9%

25.8%

26.0%

31.3%

34.5%

46.7%

63.6%

(n=4,808)
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は表�に理した。調査ᶃは、同じく日本政策

ۚ༥公ݿが2016年に実ࢪしたもので、調査対

企業の13.3ˋが外国人を雇用し、業छผでは

ҿ৯ళ・॓ധ業（25.5ˋ）と業（24.3ˋ）

の外国人雇用ൺがߴい。中小企業の外国人

雇用は技能実習生に代表されるように現場࡞業

にै事するۚの外国人労働ऀをイϝージす

る人が多い。この調査ではこうしたҰൠ的なイ

ϝージと異なって、調査対企業で雇用する外

国人ै業員の44.5ˋが大ଔҎ上のߴ学ྺऀで

あることを調査から໌らかにしたことであΖう。

また外国人雇用企業はඇ雇用企業とൺֱして

業のྑい企業が多く、不足する人員ิॆのた

めに外国人を雇用しておΓ、「外国人ならでは

の能力」（23.3ˋ）よΓも「日本人だけでは人手

が足Γないから」（28.8ˋ）を外国人の雇用理

由とする企業が多くみられた。中小企業の人手

不足は、ैདྷの現場࡞業だけではなく、ϗϫイ

トΧϥー৬छでも外国人大ଔऀを日本人の代ସ

として雇用する΄Ͳにਂࠁとなってきたことが

わかる。

この調査݁Ռをまとめたӳೋは、日本人

と外国人労働ऀとのڝ߹については「雇用ػ会

において日本人と外国人とがڝ߹するのは୯७

労働ではなく、知識集ܕや技術集ܕの

事であるかもしれない」という。ͦの理由は能

力・人本Ґで࠾用したら外国人だけだった、

という企業が18.2ˋもあΓ、また外国人雇用企

業とඇ雇用企業とをわͣ、調査対企業は国

੶本ҐよΓも人本Ґの࠾用を目ࢦしていたか

らであるという（、2017ɿ38）。

人手不足がਂࠁな中小企業にとっては、外

国人かͲうかというஅج४よΓも、ࣗ分の企

業にとって役にཱつ労働力か൱かというஅج

४が༏ઌされている。またΤεχγςΟ研究の

ཱ場から外国人ॅຽの研究を行っている研究

ऀも、ͦのཱ٭がΤεχγςΟ（ຽの文化

ද4ɹ֎ࠃਓΛޏ༻͢Δ中小企業のׂ߹

注1） 調査・集ܭ委ୗઌの（ʵࡒ）੩Ԭࡁܦ研究所が定ྫ調査ઌϦεトとして༗するݝ事業所

番号 調査名 調査主体 調査対象 調査時点 回答事業所数 雇用企業
の割合

① 外国人材の活用に
関するアンケート

日本政策金融公庫
総合研究所

公庫国民生活事業
及び中小事業の融
資先法人15,970社

2016年8~9月 3,942社 13.3%

② 静岡県外国人労働
者実態調査

静岡県 県内3,000事業所
　注１）

2019年8月 1,695事業所 27.8%

③ 出雲市中小・小規
模企業状況調査

島根県出雲市 市内中小・小規模
事業6,822事業所

2022年4月 1,819事業所 5.4%

൪号 ग़所
ᶃ 日本政策ۚ༥公ݿ૯߹研究所編ʰ中小企業のを͑ࢧる外国人労働ऀʱ同༑館、2017年
ᶄ ੩Ԭݝらし・ڥ෦多文化共生課ʰ੩Ԭݝ外国人労働ऀ実ଶ調査」2019年10月
ᶅ ग़Ӣࢢʰ第2ظग़Ӣࢢ中小企業・小ن企業ৼܭڵըʱ2023年3月,pp.3�36
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的ࠩ異）にあるので、外国人労働ऀを労働力Ұ

ൠとしてଊ͑るよΓも、ͦの文化的特ੑと国੶

に注目する。あるҙຯでは൴らを雇用する企業

のํが、外国人労働ऀを労働力としてීว的に

Ѳするࢹを持っている場߹もあΖう。

��2ɹ੩Ԭݝ調査

調査ᶄは੩Ԭݝが2019年に実ࢪした調査で

ある。੩ԬݝはѪ知ࡾ、ݝॏݝとฒんで外国人

集ॅ区をܗしておΓ、ઌの2023年「外国

人雇用ঢ়گใࠂ」では੩Ԭݝの外国人労働ऀ

数は7.5ສ人、ͦの数は日系人ٴͼͦのۮ

ऀである。外国人雇用事業所の割߹は全ମで

27.8ˋであるが、Ҭผでは東෦や中෦よΓも

Ѫ知ݝにする෦のদ（ˋ34.7）ࢢ、൬ా

ߴஶにݦなͲで（ˋ64.3）ࢢބ、（ˋ44.0）ࢢ

くなっている。また図�で事業所نผに外国

人雇用の༗ແを見ると、ઌの表�ɼ表�の数

とは異なΓ、事業所نが大きくなる΄Ͳ外国

人雇用ൺがߴまっている。表�が日本全ମの

に代表される外国ݝとすると、図�は੩Ԭ

人集ॅ区の特と͑ࢥる。また、外国人雇用

の༗ແだけを̍かθϩかというೋऀҰで࣭

すれば、人数の多い大企業΄Ͳ外国人雇用ऀ

がいることは当વで、外国人雇用ऀは中小企業

にのみ雇用されている、というط֓೦はؒҧ

っているようにࢥわれる。日本全ମでは中小企

業の事業所数が多いので、نผにみると大

企業で雇用している֬がߴくなるに注ҙし

たい。

調査ᶄで業छผに外国人雇用事業所を見る

と、॓ധ業64.3ˋであΓ、࣍いで業46.7ˋ

27 .8

8.5

24.0
31.4

47 .8

6 1.2

7 1.8

9 1.3

7 5.8
6 8.3

52.2

37 .9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

6 0%

7 0%

80%

9 0%

100%

総数 1~ 4人 20~ 49 人 50~ 9 9 人 100~ 29 9 人 300人以上

外国人がいる 外国人がいない 不明

0.4 1.3 0.2 0.3 0.0 0.90.4 1.3 0.2 0.3 0.0 0.9

ਤ2ɹ੩Ԭݝ調査ʹΈΔنผ֎ࠃਓޏ༻企業のׂ߹

ग़所ɿ੩Ԭݝらし・ڥ෦多文化共生課ʰ੩Ԭݝ外国人労働ऀ実ଶ調査ʱ2019年
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が続く。ब労外国人の国੶はϒϥジϧ（40.4ˋ）、

ϖϧー（5.6ˋ）であΓ、当֘Ҭで大ن

業にݣ・ෛで雇用される外国人のब労

ঢ়گがこの調査にݦஶにөされている。外国

人労働ऀとҰׅΓにྨܕ化しやすいが、実際は

在留資格ごと、Ҭごとに異なる労働力として

֓೦化するඞ要ੑがあΖう。

���ɹग़Ӣࢢ調査

調査ᶅはౡࠜݝग़Ӣࢢの調査݁Ռで、外国

人雇用企業のൺは5.4ˋと調査ᶃおよͼ調査

ᶄの݁ՌよΓもஶしくい。ౡࠜݝは人口減少

はまだ日本全ࢢの1つであΓ、ͦの中でग़Ӣݝ

国の࣏ࣗମでは数少ない多文化共生ϓϥンを

2016年に策定し、外国人ॅຽの定ॅ化ଅਐを

ਤっている࣏ࣗମである（上林・ࢁ口・୩、

2021）（同、2022）。ग़Ӣࢢでは大手ిࢠ෦

ϝーΧー A社がૢ業しておΓ、A社で

ෛ労働ऀとして日系ϒϥジϧ人を2000人から

3000人の人数を雇用しておΓ、ͦの݁Ռ、ग़

Ӣࢢの外国人ॅຽൺはおよͦ2.8ˋ（2022年

3月࣌）となっている。ग़Ӣࢢでは日系人を

中৺とする外国人ॅຽの5年ؒの定ॅ3割の

数目ඪを掲͛、2019年3月にͦのൺは

38.3ˋとなった。外国人ॅຽが定ॅ化するには

҆定した雇用ػ会が提ڙされなければならない

が、ݣ・ෛ労働ऀは3年લ後のサイΫϧで

ಈくؾܠ変ಈによって雇用がࠨӈされ、雇ࢭめ

にあった外国人労働ऀはݝ外にྲྀग़して定ॅ

化はҰؾにはਐまない。このようなঢ়گԼで

の5年定ॅ38.3ˋは、多文化共生Ϟσϧを実

現していよう。

さてこの調査ᶅは2022年のA社の在ݿա多

のظ࣌に実ࢪされた。ग़Ӣࢢの中小企業・小ن

企業ৼܭڵը策定のためのૅج資ྉとする

目的のためである。調査݁Ռを見ると、調査࣌

で外国人労働ऀを雇用している企業は5.4�

にա͗ͣ、業छผでは林ړ業の28.8ˋ、

業の10.5�が多い。「কདྷ的には雇用したい」

とする企業は8.3ˋであΓ、現在も今後も外国

人労働ऀを雇用する予定のない企業は86.3ˋで

あった。

外国人労働ऀの雇用では、ᶃ日系人に対す

るA社のۚਫ४がߴくてଞ社ではࢧい能

力がない、ᶄաڈのݧܦからؾܠ回෮と共に࠶

ͼA社のෛ社員にる人が少なくなかった、

という2つの理由でݩ中小企業での日系人に

対する雇用ҙཉはߴくない。Ұํ、技能実習生

を雇用する場߹は、本人のߤඅ・日本ޠ教ҭ

අ用・受け入れ理ஂମとૹΓग़しஂମの

理අなͲで雇用にうඅ用はਹΉが、3年ؒの

定ணは見込めるという企業அがなされてい

る。ݩの༏ྑ企業は技能実習生ならば少なく

とも人数は֬อできるので、中には、日本人の

不足を技能実習生でิおうとする企業も少しͣ

つではあるが、૿Ճしている。ࢢの技能実習

生のॅຽ数はඍ૿である（ॅຽج本ா

によると2015年12月で376人、2023年で

421人である）。

しかし、いまだࢢ中小企業全ମでは技能

実習生の雇用は࢝まったばかΓであΓ、全ମと

して5.4�のい外国人雇用となっている。

この調査では同࣌に今後の事業ܧ続についても

࣭しているが、「現在の事業を存続する予定

はない」企業は24.9ˋであΓ、2018年調査࣌

よΓ5.6�૿͑ている。したがってग़Ӣࢢという
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Ҭ社会の中で、「言༿や生活習׳のҧい」と

いう課題をΓӽ͑て
2

外国人を雇用している

企業は、Ҭでもকདྷੑを持つ中小企業と言

ってもよいだΖう。

Ҏ上、中小企業の外国人雇用について3छྨ

の調査をݕ౼した。日本社会の外国人労働ऀ

数はண実に৳しているが、外国人雇用の容

はҬによって大きなࠩ異がある事が注目され

る。東ւํのように外国人集ॅ区をܗし

ているҬでは日系人のҬ外సग़が少ないの

で中小企業でも雇用Մ能であるが、外国人の集

ॅがみられないͦのଞのҬでは、日系人の定

ॅ化をਤるために、受け入れ࣏ࣗମも企業も多

くのࢪ策とඅ用を要することがわかる。また日

系人が΄とんͲॅډしないҬでは受け入れ労

働ऀは技能実習生が中৺となら͟るをಘͣ
3

、

受け入れඅ用にはۚҎ外のॾඅ用がؚまれ

るので人件අ૯ֹはߴめとなΓ、༏ྑ中小企業

にߜっての受け入れがਐんでいる。

̐ �ɹઐతٕज़తの֎ࠃਓ࿑ಇྗ
ɹɹ��のχʔζ

4��ɹٕज़ɾਓ文ࣝɾࡍࠃ業の֎ࠃਓの�

ɹɹ�ෆ

Ͳのような特ੑを持つ中小企業が外国人労

働ऀを受け入れているかをアンケート調査で見

てきたが、࣍にͲのようなछྨの外国人労働ऀ

が不足しているかをݕ౼してみたい。

これまで中小企業ではख़࿅৬छが不足し

ていると言われてきた。֬かに、1993年にઃ

された外国人技能実習制度は中小企業におけ

2　 調査ᶅでは、外国人雇用上の課題を࣭している。ෳ数回答で、࠷もࢦఠが多かった項目は「言༿や生活習׳のҧい」82.8ˋ、࣍いで「在留ਃの手
　  続がわからない」45.2ˋ、「ॅډの֬อ」45.2ˋとなっていた。
3　 人口減少がݦஶなҬ΄Ͳ、技能実習生の雇用に依存するఔ度が大きいことは（上林、2019）で;れた。

るͦうしたϒϧーΧϥー৬छの不足をิうこと

も国際ݙߩとฒんで大きな目的であった。

しかし、中小企業の人手不足題全ମを؍

すると、新たに技術・人文知識・国際業務（技

人国）の在留資格を持つϗϫイトΧϥー৬छも

大きく不足しているのがۙ年のঢ়ଶである。

図�はʰ中小企業നॻ2023ʱに掲載された

2022年の中小企業の人材֬อঢ়گを見た݁Ռ

である。専門的・技術分野の外国人については

技能実習生を࠾用した571社の回答企業数を上

回る1,265社が࠾用しておΓ、しかもͦの6割

ऑが不足としている。専門的・技術分野は技人

国の在留資格が中৺であΖう（2019年Ҏ߱は

ここに特定技能ऀもؚまれているが、調査࣌

の2022年はίϩφՒのӨڹで特定技能ऀもま

だ少数である）。

外国人留学生のब৬活ಈと企業の࠾用࣌の

ϛεϚονを調査した門大࢜は࣍のࢹをڧ

調する。すなわち企業の留学生の࠾用目的が、

日本人にないݧܦ・εΩϧ・Ձ؍なͲ、外国

人ならではの能力を求める日本人社員の「ิ」

としての役割にあるよΓも、日本人と同༷に働

ける「代ସ」としての人材を求めているという

（門、2022）。ͦの理由として、門はσΟε

ίが2021年に外国人留学生・ߴ度外国人材の

用目的調査で、文系・理系ともに「༏लな人࠾

材を֬อするため」という回答が7割を͑て

いたことをあ͛た。

中小企業における技人国の外国人の不足は、

日本の技能実習生ૹΓग़しを業務とするւ外

のૹΓग़しػ関の変化からもうかが͑る。これ
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まで技能実習生を中৺に日本ૹΓग़していた

ϕトφϜのૹΓग़しػ関が、大ଔऀのૹΓग़し

にも積極的にΓग़したのである。ૹΓग़しػ

関の見ղはҎԼのとおΓである。

日本の中小企業のϗϫイトΧϥー৬छの不

足、とΓわけํのΤンジχア不足が見られる

ようになった。Ϗジωε上は、技能実習生の場

߹はૹΓग़し1人当たΓ1か月にҰ定ֹのૹΓ

ग़し理අ（8,000ԁd2ສԁఔ度）をऩでき

るが、技人国の場߹は、࠷ॳの1回しかհྉ

をऩできないのでૹΓग़しػ関のऩ入ֹۚと

してはܾしてֹߴではない。しかし技能実習生

とは異なって失᪨予や生活理の手ؒが不

要なので、人材հϏジωεとしてはࢫຯはあ

るということであった（2018年3月、ϕトφϜ・

ϋϊイの大手ૹΓग़しػ関からのώアϦンά）。

またϗーνーϛンࢢのଞ社では、2019年3月

で日本に4000人લ後の技能実習生をૹΓ࣌

ग़しているが、技人国でのૹΓग़し人数は年ؒ

50人લ後であるという。ͦれはϗーνーϛンࢢ

のҐஔするೆ෦では大ଔऀが少ないこと、また

ࣗಈं෦、ػց・ۚଐ業からΤンジχアの求

人はあっても、日本の技人国の在留資格はϕト

φϜの専門学ߍଔを༗資格ऀとは認めておら

ਤ�ɹ֎ࠃਓ࠾༻企業のաෆঢ়گ（2022年）

資ྉɿ（株）東京Ϧサーν「中小企業が直面するܦӦ課題に関するアンケート調査」
（注）1.「専門的・技術的分野」は、技術ऀ、研究ऀのߴ度人材や特定技能が֘当する。

2.「資格外活ಈをڐՄされた労働ऀ」は、留学生のアϧόイトが֘当する。
3. 直ۙ1年ؒの人材֬อঢ়گ（外国੶）について「࠾用していない」をআいて集ܭしている。

Ҿ用ɿ図�と同じ。pp.ᶗ�27。ݩの表題は「直ۙ1年ؒの人材֬อঢ়گ（外国੶）」

過剰 適正 不足

41.0%

専門的・技術的分野

58.3%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0%

(n=1,265)

69.4%

外国人技能実習生

27.8%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0%

(n=571)

71.4%

資格外活動を許可された労働者

27.6%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0%

(n=196)



2024.616

ͣ、大3年Ҏ上のྺܦがඞ要とされるからで

あるという。

ϕトφϜの技能実習生ૹΓग़しػ関にとっ

て、技人国のϕトφϜ人ૹΓग़しは、今後にల

։されうるϏジωεとしてҐஔͮけられている

ことがわかる。ͦこで࣍に、ϕトφϜから大ଔ

ऀを雇用している企業事ྫをհする。

4�2ɹ֎ࠃਓٕज़ऀのྫࣄ༺ޏ

4�2��ɹϋϊΠのຊ݉ߍֶޠਓࡐհձࣾ

ɹɹɹ�#ࣾ

#社は日本人社の#ࢯがϕトφϜのϋϊイ

で2005年にઃཱした会社である。ͦれҎલか

ら#ࢯはϕトφϜでϚーケςΟンά・ϝσΟア

関の事をしていたが、日本でのϕトφϜ人

技術ऀのχーζに応͑るために日本ޠ学ߍをઃ

ཱし、ͦのଔ業生を日本にब৬させた。「日本

のできる大ଔΤンジχア」がセーϧεϙインޠ

トであった。

ै業員のうち、日本人は社1人であΓ、ϋ

ϊイ本社には数人の日本ޠがୡऀなϕトφϜ人

ै業員が雇用されている。ϋϊイの日本ޠ学ߍ

では、日本でのब৬がՄ能ということをセーϧ

εϙイントにして、生ెを集めている。൴らは

全員が大ଔであΓ、طにϕトφϜの大学をଔ業

してब৬しているが、よΓߴいۚをՔ͙目的

で日本でのब৬を目ࢦし日本ޠをษڧしてい

る。在ߍ生はब労ऀが多いため、授業はؒ

に։ߍされている。日本ޠ学習900ؒ࣌で/3

のऔಘՄ能という授業目ඪがあΓ、入学رऀ

は/3ならばब৬Մ能、/4ならば日本企業との

面はՄ能、日本ޠ能力が/4にٴばなくても、

#社のհした企業でઌഐが2d3人働いていれ

ば雇用されることもなくはない、というઆ໌を

学ߍから受けている。

生ెのϋϊイでのۈ務ઌは現日系企業も少

なくなく、ͦこで日本およͼ日本ޠにڵຯを持

ち、#社の学ߍに通う人もみられた。ઃཱ当ॳ

は現でのΤϦートߍϋϊイՊ大学ग़ऀが

多かったが、調査࣌の2019年3月ではͦの

ଞの中ݎ大学ग़ऀも૿Ճした。またϕトφϜ

ではϗϫイトΧϥー৬छの雇用ػ会が不足して

いるので、ւ外でब労رする人は多い༷

だ。

Ұํ、日本の࠾用企業について#ࢯが୲当し、

企業のرするΤンジχアの৬छ、技術Ϩϕϧ

（ग़大学によって૬ҧがある）をฉき、#ࣗࢯ

が࠾用ر企業の場見学をして面ީิ

ऀをܾめている。հするΤンジχアの能力や

దੑについては、日本ޠ学ߍ在学中の学習ଶ

度を見ているのでൺֱ的Ѳしやすいようだ。

日本での雇用ઌは9割Ҏ上が70 ʙ 200人ن

の中小企業で、Φーφー企業である。ྔ産ମ

制ではなく、Ұを手ֻけている。日本は

これまで400人ૹΓग़し、ͦのうち50人はؼ国

したが、350人は日本にॅډしてࢠͲもがいる

人、持ちՈの人もग़てきたͦうだ。

中小業けϕトφϜ人技術ऀ、あるいは

Ոけ業技術ऀが#社を通じて日本で৬を

ಘていることがこの事ྫでࣔされている。
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4�2�2ɹ$ࣾ（ిྗมஔのઃܭɾɺ

ɹɹɹن�70ਓ）
4

$社は野ݝ上ాࢢでૢ業するن70人の

ஔのઃݯ企業で、ओとしてిػి

を行っている企業である。業100年・ܭ

のྺ࢙を持ち、発注企業の要求に応じてを

ઃܭ・։発ししている。ै 業員70人のうち、

技術ऀは10人である。5年લの2014年当࣌は

15人いたが、日本人技術ऀのϋード

れで、業系の人材が࠾用できない。日本人ߴ

専ଔの技術ऀを本当は࠾用したかった。この不

足をิうために、2012年から#社を通じてϕト

φϜの業大学ଔ業ऀを2人࠾用した。ͦのう

ち1人がୀ৬したので、1人をิॆし、これま

でԆ3人雇用している。

2019年に#社をϋϊイに๚した理由は、2

人のϕトφϜ人技術ऀのうち、Ϧーμー格の1

人ϛンさん（Ծ名）がࢠͲもの教ҭのためにؼ

国をرしたからである。ϛンさんは34ࡀで6

年ؒۈ務した。݁ࠗしてࢠͲも2人いるが、ࢠ

ͲものアイσンςΟςΟのཱ֬のためにはϕト

φϜでの教ҭがඞ要とஅして$社をୀ৬する

ܾҙをした。後を#社からબͿために、$社

の人事୲当ऀと同行して後の࠾用ݧࢼと面

に同੮した。

Ҏ上のように$社とϛンさんの関はྑで

あΓ、雇用関上のトϥϒϧでୀ৬するわけで

はない。ϕトφϜにっても、$社との業務上

の関はܧ続する見込みである。

$社の事ྫからは、技人国の外国人雇用ऀが、

日本人技術ऀの不足をิうという「代ସ」関

4　 2019年3月21日、ϋϊイの#社でのώアϦンά。
5　 2018年9月5日、Ԭݝࢁඒࢢ࡞でのώアϦンά。

で雇用されていることがよく理ղできよう。

4�2��ɹ%ࣾ（ࣗಈं༻ి෦ɺن

ɹɹɹ���ਓ）
�

%社はԬݝࢁඒࢢ࡞でૢ業するن65人の

ࢢ෦業である。ೲ入ઌ企業はඣ࿏ػి

पลにҐஔする大手ిػ業で、ͦこで

するࣗಈं෦のύϫーεςアϦンάにみ

入れる෦をしている。Ԭݝࢁの中ؒࢁ

というཱ件で人集めがしく、技能実習生

を2007年から5人雇用した。しかし2015年に

はインドωγア人உੑ5人の全員が失᪨したの

で、実習生雇用を中ࢭしたが、やはΓ人手不足

でͲうしようもなく、࠶度2017年からϕトφϜ

人ঁੑの実習生を2人雇用した。

技能実習生の৬務容は、ࣹग़ܕでग़དྷ

上がった෦を拡大ڸで拡大してࡉかいνΣο

Ϋをするݕ査࡞業である。΄΅1か月のࢦ導で

習ख़する。しかし技術ऀも不足しているので、

ϕトφϜ人のஉੑ2人を技術ऀとして࠾用し

た。実習生のબผج४は、దੑݕ査、面、

数能力は中学1ࢉ、用さでث数能力、手ઌのࢉ

年生Ϩϕϧであれば߹格としている。ϕトφϜ

人技術ऀは大ଔであΓӳޠと数学の݁ݧࢼՌ

が࠾用ج४となっている。ࣹग़ػܕのػցの

ػ、みを理ղするには大ଔऀがඞ要であΓ

ցのஈऔΓସ͑、あるఔ度のے力をඞ要とする

のएいϕトࡀ22、ࡀఔは21なͲのަܕۚ

φϜ人技術ऀがઌして働いている。

%社の事ྫからは、ए年ऀが不足している

で中小企業の現場の中֩的な労働力ݍํ
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として技人国の外国人が雇用されているҰつの

యྫܕとみなせよう。

4��ɹٕਓࠃの֎ࠃਓຊਓのʮସʯ͔ʮิ

ɹɹ�ʯ͔

さて本અの࠷後に、ઌに؆୯に৮れた技人

国の外国人が、日本人の「代ସ」か「ิܽ」

かという題に৮れておこう。日本人にはない

外国人ݻ༗の能力を求めるというࢹが「ิ」

というํ͑ߟである。中小企業でもւ外ਐग़が

ඞਢとなΓ、企業の求めに応じてւ外ల։を

実ࢪしている企業も少なくない。こうした日本

社会のάϩーόϧ化の中で、中小企業ࣗがࣗ

社のϚωジϝントの見直しがඞ要とされてきて

おΓ、中小企業の国際化をςーϚにした研究も

ਐలしている（߂中・ࣉᖒ、2023）。

外国人雇用にݶ定しても、技能実習生の雇

用ऀ数が૿Ճするにい、ͦの理を受け入

れ理ஂମにせるだけでは不े分となΓ、技

能実習生の社での理と受け入れ事務のた

めに、技能実習生と同じ国੶の技人国の在留資

格を持つ専門的技術分野の外国人を雇用する

企業が૿Ճしている。また日本国における技

能実習生の雇用૿にって、ૹΓग़しஂମや受

け入れ理ஂମでब労する外国人雇用ऀも૿

Ճし、൴らの特ੑを生かした日本人と「ิ」

関にある外国人雇用ऀも૿Ճしている。લষ

3�1でհした調査ᶃをまとめた日本政策ۚ༥

公ݿ૯߹研究所も、「国際化の対応」（ิ）

を「人手不足対応」（代ସ）に༏ઌするཱ場を

編、2017ɿݿ調している（日本政策ۚ༥公ڧ

116�118）。

6　 2018年3月、ϋϊイの大手ૹΓग़しػ関でのώアϦンά。容は、ϕトφϜ人大ଔऀを日本では୯७労働ऀѻいをしているという不ຬである。

しかしۙ年の中小企業に対するώアϦンά݁

Ռを見るݶΓ、特に人口減少がஶしいํݍの

中小企業を見るݶΓ、やはΓ技人国の外国人雇

用は人手不足対策の؍がڧい。ͦれは外国

人か൱かということを題ࢹするҎલに、まͣ

ࣗ社の企業存続のために働いてくれる人材がཉ

しいという実な要求がみられるからだ。

また技人国の外国人ならば、第̍にϏβਃ

が技能実習生よΓも容қでඞ要とするॻྨの数

も少なく、また第2に、ब労ڐՄもؒظでԼ

Γる（΄΅1か月が多い）ので࠾用ظ࣌の見通

しもつけやすく、生産ܭըもཱてやすい。企業

の中には、技人国の外国人をڅ࣌୯Ձが技能

実習生よΓもややߴい労働力としてख़࿅৬छ

に雇用している事ྫもみかけられた。࠾用ίε

トとͦの後のۚίεト全ମを見ൺると、技

能実習生࠾用と技人国の外国人࠾用とのؒには

ͦれ΄Ͳࠩ異が大きくないঢ়گだ。ͦのため、

ϕトφϜのૹΓग़しػ関がこうしたについて

චऀに対して大きな不ຬを࿙らしたことがあ

る
6

。૯じて専門的技術的分野の外国人を受け

入れる৬छの実࣭的な技能Ϩϕϧが多༷化し

ていることがۙ年のとい͑よう。

̑ �ɹֶཹݩੜの࠾༻ऀの૿Ճͱೖ
ɹɹ�ࡦのมԽ

���ɹཹֶੜ࠾༻の༗ར͞ͱ࠾༻のࠔ͞

専門的技術的分野の外国人に対する中小企

業のχーζをલষでみたが、本ষではͦのڅڙ

ଆのࢹからݕ౼する。注目すきは、外国

人留学生の࠾用とͦれをՄ能とする留学生政策

の変化である。これまで留学生を中小企業で࠾
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用することはඇৗにしかった。

ͦの理由はいくつかあ͛られる。第1に、日

本でब৬をرする留学生は、日本人と同༷に

ۚのߴい大企業でのब৬をرする。ͦの

ためक࢘وは、中小企業においても留学生を

用するにはͲのようにしたらよいか、ͦのํ࠾

๏のݕ౼を行ない、Ұつのํ๏としてインター

ンγοϓやΩϟϦア։発のॏ要ੑをࢦఠした

（क、2019）。

第2に、ݩ留学生が日本でब৬するには、在

留資格変ߋがඞ要であるが、ͦの件に専߈

分野とब労৬छとの関が求められておΓ、ͦ

の関をূ໌することがしい。留学生のアϧ

όイトのԆઌにब৬が։かれてはおらͣ、ྫ

͑ばίンϏχやҿ৯ళでアϧόイトをしていた

留学生が、ଔ業後にアϧόイトઌにब৬するこ

とは不Մ能であった。外国人受け入れ政策上か

ら見ると、これは留学生がख़࿅労働ऀとして

ब労をすることを͙ҙຯがあΓ、専߈分野を

活かすような専門的技術的分野でのब労がଅ

ਐされていたのである。

第3にҬ上の題がある。ࢤำܒはඇ

のϕトφϜとωύーϧからの留学生が૿Ճݍࣈ

したことによΓ、ํݍで留学生څڙがఀす

るՄ能ੑががることをࢦఠした（ࢤำ、

2015）。留学生は2年ؒの日本ޠ教ҭػ関をܦ

てߴ教ҭػ関に入学することがҰൠ的である

が、ඇݍࣈからの留学生の場߹、2年ؒある

いはͦれҎ上のظの教ҭؒظがあっても、日

本の大学に入学できるだけの日本ޠϨϕϧにୡ

することはしく、ͦのため専म学ߍのਐ学

が૿͑ている。しかし専म学ߍਐ学の目的で

、する留学生は少ないという。චऀはډసݍํ

さらにํݍでは在学中にब労Մ能なアϧόイ

トઌも୳しにくく、生活අを͑ないՄ能ੑが

あることをけՃ͑ておきたい。　　　　　　

Ҏ上の݁Ռ、人手不足の中小企業、とΓわけ

ํݍにཱする企業は直、ւ外で現࠾

用を行って外国人ϗϫイトΧϥーを࠾用したの

である。もし留学生を国で࠾用できるならば、

൴らはࣗඅで学අと生活අをࢧって日本ޠと

日本の習׳を学んでいるので、企業にとっては

࠾࿅අ用をઅできるし、また܇用後の教ҭ࠾

用ίεトも日本人と同ֹに見なせばよいことに

なる。だが留学生࠾用はとΓわけํの中小企

業にはࠔであった。

ํ࣏ࣗମもこうした事ଶにແ策であったわ

けではない。たと͑ば、Ҭ産業ৼڵを目ࢦす

ҪݝなͲは、留学生のݝब৬に対してब৬

企ݝでもݝౡ。ԉۚ制度をઃஔしているࢧ

業のब৬ଅਐ目的で留学生ब৬આ໌会を։

なͲが集中していߍしている。大学、専म学࠵

る都ݍࢢҎ外のํݍで、ݩ中小企業が留

学生を࠾用し、定ணをさせることは、留学生の

ग़国がඇݍࣈҠಈするにい、さらに

しくなったのである。

��2ɹຊのཹֶੜのब৬ঢ়گのมԽ

容されるϗϫイトΧϥܗ度人材（skJMMeEとߴ

ー৬छ人材）を中小企業は留学生の中から࠾用

できるだΖうか。طに留学生は留学ઌの学ߍに

在中から都ݍࢢに集ॅしていた。ͦれではଔ

業後に、ํݍでの求人に対して応募するだΖ

うか。現在の日本の留学生のब৬ঢ়گを࣍にみ

ておきたい。

ग़入国在留理ிはຖ年「留学生の日本企
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業のब৬ঢ়گについて」の調査ใࠂを発

表している。ۙ࠷の2022年について見てみよ

う。日本の留学生のうち2022年に在留資格変

ߋをਃして、ब労資格のある在留資格に変ߋ

した人は33,415人であった。ͦのうち技人国が

86.3ˋである。またब৬ઌの業छを見ると

業全ମでۇか15.2ˋ、Է・小ചΓなͲのඇ

業が84.4ˋであった。またब৬ઌ企業の所在

は東京が36.5�とѹ的に多く、࡛ۄ、ઍ༿、

ਆಸのट都ݍを߹ܭすると、全ମの51.6ˋに

ୡする。ݝผでは東京に͙࣍第2Ґの大ࡕで

も9.4�にա͗ない。

Ҏ上からわかることは、留学生を不足する中

小企業の新たな労働力ݯڅڙとࢼみようにも、

留学生の東京集中と業れがݦஶで、

およͼ業の2つの企業ଐੑを持った企ݍํ

業は、留学生の࠾用に直面していることがわ

かる。中小企業の労働件がいことが留学

生の֬อをしくしているとࢦఠしたが、ͦれ

にՃ͑て、ํݍという理的な題と、

業という業छ上の題がॏなって、留学生࠾用

はํにཱする中小企業にとってはແԑ

の存在だったと言ってよいだΖう。

しかし留学生が都ݍࢢのඇ業にब৬する

まれたब৬ઌܙがあるといっても、ͦれが

であるとはݶられない。ࢁ口ྥは技人国の在留

資格でब労する外国人労働ऀのब労ઌがԷ・小

ചΓ、॓ധ、ҿ৯サーϏεの割߹がߴく、留学

生新ଔब৬ऀと日本ޠ学ߍや専門学ߍの生ెな

Ͳߴ度人材としては定ٛされない留学生のアϧ

όイトै事ऀが同Ұ企業・同Ұ৬場でब労して

いる事実をࢦఠしている（ࢁ口、2016）。こうし

た労働ࢢ場は日本人の新ن大ଔऀでも৬しや

すく、݁Ռとして留学生の労働ࢢ場はظ雇用

を見込めない第2࣍労働ࢢ場であるという。

こうしたલ提にཱってۙ年、ब৬する留学生

のଐੑ変化がみられる。図�に国੶ผ・学ߍछ

ྨผにみた留学生のब৬ऀ数のਪҠをみよう。

ここからࢦఠできることは࣍の通Γである。

第1に、ࢤำܒが2014年までのσータをجに

2015年の論文でࢦఠしていたϕトφϜ、ωύ

ーϧからの留学生のब৬ऀ数の૿Ճがݦ

ஶで、2017年Ҏ߱、ܹٸに૿Ճした。2013年

当࣌、中国人7,637人、ϕトφϜ人424人、ω

ύーϧ224人であったが、2022年ではͦれͧれ

10,182 人、8,406 人、5,769人となΓ、ϕトφϜ

とωύーϧからの留学生が労働ࢢ場ٸに

。入しているࢀ

第2に、専म学ߍଔ業のब৬ऀ数が૿Ճした

ことである。2021年Ҏ߱、大ଔऀ数を͑て

専म学ߍଔ業ऀ数が࠷大となΓ2022年は

16,191人であった。

ඇݍࣈからの留学生の૿Ճと専म学ߍଔ

ऀのब৬ऀ数の૿Ճがۙ年の大きな変化であ

る。ඇݍࣈからの留学生の場߹、日本ޠ能力

は東アジアݍग़ऀとൺֱしてくなΓやす

く、ͦのため技人国という専門的技術的分野の

在留資格は持っていても、労働力の࣭についは

能で技能実習生תにޠ人ࠩが大きい。日本ݸ

受け入れのॻྨ࡞までこなせる人もいれば、

ย言の日本ޠで通༁業務を୲いながら、技能

実習生と同じख़࿅࡞業にै事している技人

国の人もいる。ݩ留学生の労働力の࣭について、

在留資格「技人国」のอ༗ऀはଈ、専門的能

力のอ༗ऀとはݶらない࣌代となったと言͑

る。
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���ɹೖࡦのมԽ

この変化をもたらした要Ҽとして、留学生に

対する日本の入政策上の変化をࢦఠできる。

ᚸॅ༏ॿは、社会学理論のҰつである「社会

的ߏங」という֓೦を、技能Ҡຽ（skJMMeE 

NJHrBnt）を定ٛする「skJMMeE」という֓೦に

ద用させている。「社会的ߏங」（soDJBMMZ 

DonstrVDteE notJon）とは、֓೦ͦれࣗମがͦ

れͧれの社会にとって૬対的に定ٛされるとい

うํ͑ߟである。Ұ定のۭؒとҰ定の࣌代によ

ってن定されるͦれͧれの社会が࡞Γ上͛た社

会的ߏஙは、ઈ対的なものではなく、あるݻ

༗の社会が࡞Γ上͛たものである。ͦしてͦれ

だからこͦ、社会的ߏஙであれば、ͦの容

を改変しうるとओுするのがͦの理論の特で

ある。

「技人国」という日本の在留資格に、社会的

ஙという理論֓೦を֘当させるとͲのようߏ

なઆ໌がՄ能だΖうか。୯७労働と区分される

という֓೦は、ͦもͦも入国理「度技能ߴ」

をෛうͦれͧれの国Ոが࡞Γ上͛た֓೦で

ある。日本の場߹も、入政策上の都߹、ある

いは日本社会のχーζによって「技能」の実

を 容 қ に 改 変 さ せ る こと が Մ 能 と な る

（.B[VNJ,　2023）。

ᚸॅによれば、Ұൠ的にઌਐ国では留学生

のब৬拡大という政策目ඪに対して、ͦのୡ

手ஈは、ᶃ門ށの૿ઃ（在留資格の新૿نઃ）

ᶄ門ށの։์度を大きくする（ब労Ϗβ༩ج

४の؇）ᶅ労働ࢢ場ࢀ入ԉॿ（留学生ब৬

ԉાஔ）、の3छྨに分ྨできる。日本の場ࢧ

߹はᶃからᶅまでの手ஈをっているが、ͦの

うち࠷もޮՌ的なાஔが2൪目のब労Ϗβ༩

のج४؇であるという。技人国の֓೦が社会

的ߏஙであるために、ͦの実を変化させて

きたとも言い͑られよう。
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ਤ4ɹࠃ੶ɾֶߍछྨผཹֶੜのຊͰのब৬ऀのਪҠ

Ҿ用ݩɿ（ᚸॅ༏ॿ、2024）の発表資ྉをஶऀのྃղのもとに用。
σータग़所ɿग़入国在留理ி「留学生の日本企業のब৬ঢ়گについて」֤年൛
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֬かに留学生の場߹は、ͦのब৬૿大のた

めにج४؇というાஔがとられてきた。ख़

࿅労働ऀの入国・ब労をՄ能にするための入

政策については、在留資格「技能実習」の

ઃ（2009年）、「特定技能」のઃ（2018年）

と門ށのछྨを૿やすことによって対応してき

たが、留学生に対してはج४の؇策によって

ଔ業後の労働力֬อをਤってきたとい͑る。۩

ମ的には、大ଔऀには専߈分野とब৬৬छとの

関連がなくてもब৬を認める
7

、専門学ߍଔで

も国の認定ߍଔ業ऀには専߈分野との関連が

ബくてもब৬を認める、なͲの؇策である。

日本の場߹、留学生政策はߴ度外国人材֫ಘ

のならしのための政策（上林、2017）とも

表現できる。

Ҏ上のような政策変ߋの݁Ռ、留学生から技

人国の資格変ऀߋ数は2022年度、2ສ8,853

人に૿Ճした。まだমੴにਫのঢ়ଶではあるの

もの、ݩ留学生の労働力څڙという手ஈが少し

ͣつではあるが拡大してきたとい͑る。ݩ留学

生が技人国の在留資格をもつ外国人雇用ऀとし

てब労する事ྫが૿Ճにある。ͦれは、こ

れまでの東アジア中৺の留学生と異なΓ、ೆ・

東ೆアジアग़で専म学ߍଔ業の学ྺを持つ

人が日本のӬॅऀとなることをҙຯする。日本

のҠຽ受け入れについてはこれまで日系人と技

能実習生に関৺がدせられてきたが、今後はݩ

留学生のӬॅऀのब労と生活にも関৺をうඞ

要ੑがあΖう。

7　 日本人の場߹、企業が大ଔऀを࠾用するにあたって、大学の専߈分野をわない׳行であるのに、大ଔ留学生に対しては専߈分野とब৬৬छとの߹ 
　ੑ がわれた。

̑ �ɹ͓ΘΓʹ

中小企業の人手不足の題は、日本の人口

のྸߴ化を͑ߟるとߏ的なものであΓ、ͦれ

だけに容қなղܾ策は見られない。多くの論ऀ

は生産ੑの上がඞ要とओுするが、ͦのओு

ࣗମは全面的に正しいとしても、Ͳこまで実現

Մ能だΖうかと日ࠒからٙにࢥっている。生

産ੑ上がՄ能ならばもうすでに実行した企業

も少なくないだΖう。ͦもͦも中小企業は労働

集的分野や労働集的を社会的に分୲

しているのであΓ、ͦれが生産ੑ上を͛て

いる࠷大のࠜڌであるから、ͦうした企業にと

ってはҰேҰ༦に生産ੑ上がՄ能とは͑ࢥな

い。

労働ऀの࠾用でかつ生産ੑ上策が見つ

からないという課題を๊͑た中小企業にとっ

て、外国人雇用はあるҙຯではഎにෲは代͑ら

れないબであΖう。ͦのબのӨڹは企業

だけにݶ定されない。Ҭ社会でૢ業・Ӧ業す

る中小企業にとって、ࣗ社の雇用する外国人労

働ऀがҬ社会もݙߩをՌたすという役割も

新たに୲わなければならない。異なる文化を持

つ外国人雇用ऀを雇うという企業の人事理

だけでなく、Ҭ社会とのの在Γํにも外

国人雇用にޭしている企業は৺Γをしてい

る。

中小企業における外国人雇用のςーϚは人

口のྸߴ化という題をഎܠに、ますますॏ要

となΖう。本ߘでは外国人雇用のྨܕのうち、

専門的技術分野の外国人をऔΓ上͛、ͦの技
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ʲߟࢀ文ݙʳ

術Ϩϕϧが、専म学ߍଔ業ऀϨϕϧまで拡大さ

れつつあることをࢦఠした。このは今後と

もܧ続するとࢥわれ、日本に定ॅする外国人の

労働ऀおよͼ生活ऀとしての࢟に多༷ੑをもた

らすであΖう。


